


















































































































































































④奈良県 （４．９％）、⑤愛知県 （４．１％） の順とな
る。近畿地方が４７％と約半数を占め、 関東地方











































単身 ４６ ４ １ １４ ６５（２４．５％）
配偶者
のみ




６ １９ ２６ １１ ６２
（２３．４％）















％）、 次に配偶者のみの世帯 （３１．７％）、 その他の
世帯 （２０，８％）、 配偶者と未婚の子の世帯 （１２．８
％） の順になっている。 なお、 震災前の世帯人員
は平均で２．３５人、 世帯構成は多い方から配偶者
のみの世帯 （３０，２％）、 単身世帯 （２４．５％）、 配偶























居住形態 持 家 公的借家民営借家 その他 合計
持 家 ４４ ２２ １３ ９ ８８（３３．６％）
公的借家 ２ ２ １ ０ ５（１．９％）
民営借家 ４７ ５３ ３８ １２ １５０（５７，３％）











家 賃 震災前 現在
１万円未満 ３ （２．０％） １０ （７．２％）





１０万円以上 １４ （９．３％） １４（１０．１％）










％、 公的借家が３０．９％、 民営借家が２１％ の順と
なっている （表２）。 震災時に比べると、 持家は
３３．６％ から３９．３％ と増加したが、 民営借家が



















が８％、 自営業が６．１％ と続く。 震災前に比べる



















職業 労務職 自営業 事務職 管理職 専門職 無職 その他 合 計
労務職 １６ ２
１１ ０ ０ １８ ６ ４３
（１６．５％）
自営業
１１ １０ ０ １ー １１ ２５ ５ ４３
（１６．５％）
事務職
１１ ０ １１ １ １ １３ ３ ３０
（１１．５％）
管理職
１１ １ｉ １ ６ ０ １１ ６ ２６
（９．９％）
専門職
１１ １ー １１ ０ ６ ９ ０ １８
（６．９％）
無 職 ０ ０ ０ ０ Ｉ ５７ Ｉ ５９（２２．６％）
その他















































































































































項目は、仕事の内容、勤め先、 収入、 学歴、 健
康、 余暇の過ごし方、 住宅、 地域環境、 教育環
境、自然環境、市内の公共施設、文化活動、スポ
ーツ、買い物の便利さ、医療施設の便利さ、交通




























































































































‐ １ １ １















































が８．７％ であったのに対し、 現在は「満足」 が
３９．６％ と激減し、「不満」 が３２．４％ と増大してい




さ」 は９．７％から２６．２％、「教育環境」 は７．１％ か






暮らし向きについては、 かなり下、 少し下、 中


























暮らし向き かなり下 少し下 中くらい 少し上 かなり上 合計
かなり下 ４４ ２２
１３ ９ ０ １７
（６．５％）
少し下 ２ ２
１１ ０ ０ ４８
（１８．３％）
中くらい ４７ ５３
３８ １２ ２ １４６
（５５．７％）
少し上 １０ ４ ３ ２ ０ ４３（１６．４％）
かなり上


















　 　　　　　　　 　　　 　　 　　 　　　　　　　　　 　　　　　 　 　　
開－頭
｛富ｉ一 考もメモ三巽１ゼニミ嚢すぎ
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上」 が１０．３％、「下」 が６．４％、「上」 が０．７％ と
なっている。２００９（平成２１） 年に実施された同
調査結果によると、「中の中」 が５３．７％、「中の
下」 が２５．２％、「中の上」 が１１，３％、「下」 が６．３
























































































１２ １５ １１ ２ ６ ４６
（１７．２％）
立ち話をする ５ ７ １０ ２ ５ ２９（１１．０％）
互いに訪問
しあう人がいる




















































































































































































































数を占めている。 だが、 その一方で 「戻るつもり
はない」 が４８．６％ と多く、 意見は二分している。
移転先について尋ねた設問との関係でいえば、
「戻るつもりはない」１２２人のうち、「永住するつ



























すぐにでも 数年以内 未定 合計




































































































































































もいえない」 が２２．７％ と高く、「評価しない」 が
１８．２％、「評価する」 が７．４％、「あまり評価しな



















①家賃を軽減する支援 ３２．９ ２７．３ ２４．１
②生活再建のための貸付制度 ２０．８ ２９．７ ３１．２
③ひょうご便りなどの情報提供 ５９．５ １３．８ １１．２
④電話訪問などの相談支援 ２５．５ ２２．６ ３０，３
⑤被災離職者の雇用促進 １１．８ ２５．１ ４０．４




































































































































































































































































































要である。 だが、 これを実現するためには、 現在
のように個々の災害で被災者復興支援策が異なる
状況では対応が難しい。被災者復興支援策として
共通のものが必要になってくるだろう。
さらに、今回の調査では、県外被災者への支援
ということで被災自治体である兵庫県の施策に限
定して検討したが、 阪神・淡路大震災の県外被災
者への支援は民間団体から始まったものである。
行政の支援には限界があり、きめの細かい支援を
するためには、民間団体との連携も必要である。
これについては、次章の東日本大震災の県外避難
者への自治体支援のところで、あらためて検討す
ることにしたい。
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